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Ⅰ．はじめに 

 産業構造審議会製造産業分科会航空工場検査員国家資格制度等小委員会は、航空機製造

事業法で規定する航空工場検査員及び航空検査技術者の資格について、我が国航空機産業

の動向や航空機及び航空機用機器の製造及び修理事業者の声などを踏まえ、そのあり方に

ついて検討を進めた。  

本報告書は、上記の検討を踏まえ、航空機製造事業法の関係する政省令の見直しに向け

た方向性についてとりまとめたものである。 

 

１．航空機製造事業法 

 航空機製造事業法は、①航空機産業の健全な発展を図るための航空機及び航空機用機器

の製造及び修理事業の事業活動の調整、②航空機産業における生産技術の向上を図るため

の航空機及び航空機用機器の製造及び修理の方法の規制を法目的（法第１条）とし、1952

年に制定された法律である。 

 

（１）本法律の対象 

  本法律の対象となる航空機・航空機用機器は以下のとおりである（法第２条）。 

航空機 ・飛行機 

・回転翼航空機 

・滑走機 

・飛行船 

・無人航空機（総重量 150kg 以上） 

航空機用機器 

（特定機器） 

・航空機用原動機 

・航空機用プロペラ 

・回転翼 

・飛行指示制御装置 

・統合表示装置 

・回転翼航空機用トランスミッション 

・ガスタービン発動機制御装置 

航空機用機器 

（届出機器） 

・脚支柱 

・車輪 

・航空交通管制用自動応答機 

・レーダー 

・発電機 

・航空計器 

・空気調和装置用機器 

・航法用電子計算機 

・レーザージャイロ装置 
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（２）事業の許可と届出 

① 事業の許可 

航空機又は特定機器の製造又は修理の事業を行おうとする者は、事業の区分に従い、

工場ごとにあらかじめ経済産業大臣の許可を受けなければならない（法第２条の２）。 

許可を受けるための要件は下記参考のとおりであり、要件を満たしていれば許可を

取得することができる。 

 

（参考）事業の許可要件（法第２条の５） 

（ⅰ）特定設備が生産技術上の基準に適合すること 

  ・製造又は修理を行うのに適当な性能を有すること 

  ・事業を行うのに適当な数であること 

（ⅱ）許可をすることによって製造又は修理の能力が著しく過大にならないこと 

（ⅲ）経理的基礎・技術的能力があること 

  

② 事業の届出 

航空機用機器のうち特定機器以外の航空機用機器（以下「届出機器」という。）の製

造又は修理の事業を行おうとする者は、工場ごとに経済産業大臣に届け出なければな

らない（法第３条）。 

 

（３）方法の認可 

許可事業者は、航空機又は特定機器の製造又は修理の事業を行う場合は、経済産業大

臣の認可を受けた製造又修理の方法によらなければ製造又は修理をしてはならない（法

第６条、第９条、第 11 条、第 14 条）。 

ただし、許可事業者が航空機又は特定機器を試験的に製造又は修理をする場合は、認

可の取得は不要である。製造又は修理の方法の認可の基準（生産技術上の基準）は下記

の参考のとおりであり、基準を満たしていれば認可を取得することができる。 

航空機又は特定機器の製造又は修理が認可された方法のとおりに行われることを担保

するため、許可事業者は、後述する航空検査技術者を選任し、航空機又は特定機器が認

可を受けた方法のとおりに製造又は修理されたものであることを、航空検査技術者に確

認又は製造証明させなければならない（第８条、第 10 条、第 12 条）。 

また、許可事業者は、航空機又は特定機器が認可を受けた方法のとおりに製造又は修

理されたことを証する製造確認書若しくは修理確認書又は製造証明書を航空検査技術者

に作成させ、この確認書又は証明書とともにするのでなければ発注者等に引き渡しては

ならない（第８条、第 10 条、第 12 条）。 

 

（参考）航空機の製造に係る生産技術上の基準（規則 20 条） 

（ⅰ）試作機の試験により、強度、構造及び性能を確認した設計で行うこと 

（ⅱ）材料及び部品は、（ⅰ）の設計に適合していることを確認した後に使用すること 
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（ⅲ）工作又は検査の工程、技術及び設計図面の管理は、（ⅰ）の設計に適合する品質 

の均一性を確保するに足るものであること 

（ⅳ）工作及び検査の作業は、試作機で確認した設計に適合する品質の均一性を確保

するに足る作業標準により行うこと 

（ⅴ）別表第三に掲げる作業及び検査（ガス溶接作業、磁気探傷検査等）は、（ⅰ）の 

設計に適合するよう、加工や検査後の部品の品質を確保できる技術を有する者が

行うこと 

（ⅵ）別表第四に掲げる作業又は検査（点溶接作業、けい光探傷検査等）は、（ⅰ）の 

設計に適合するよう、加工や検査後の部品の品質を確保できる性能を有する設備 

を使用して行うこと 

（ⅶ）検査の設備は、別表第五に掲げる基準器（基準長さ計、基準硬度試験片等）に 

よる検査により、所要の精度を有することを確認した後に使用すること 

（ⅷ）航空機の製造に用いる材料及び部品は、さび、傷、変形、変質等の欠陥を生じ 

ないように、かつ、異なった種類や検査で不合格となったものが混入しないよう

に管理すること 

（ⅸ）材料若しくは部品を購入したときや工作及び検査を外注したときは、（ⅴ）に適 

応する方法により工作及び検査が行われてたことを確認すること。ただし、その

材料若しくは部品に工業標準化法の規定による JIS に該当するものであることを

示す表示が付してあるときはこの限りではない 

 

２．航空機産業と航空機製造事業法の沿革 

 我が国の航空機産業は、終戦直後連合軍総司令部の指令によって禁止されたが、1952 年

に生産が認められ、航空機産業再建への道が開かれた。当初は米軍機の修理から再開し、

その後、ライセンス生産を中心として技術習得を進めた。1980 年代以降は、機体やエンジ

ンの国際共同開発に参加することで技術水準は高まり、2011 年以降は、B787 の開発に参画

することにより日本製品のシェアを伸ばした。産業規模は 2018 年で約 1.8 兆円である。今

後、更なる成長が見込まれており、2030 年には３兆円規模を目指している。 

航空機製造事業法は、1952年に戦後の空白のあった航空機産業の再建を目的に成立した。

法施行後 60 年以上が経過しており、これまで不断の見直しが行われてきた。特に、1973 年

以降、技術の進歩等を踏まえて規制緩和が進展し、法律の対象となる航空機用機器の見直

し、航空機用機器のうち特定機器の一部の届出機器への変更、方法認可の適用除外機器の

拡充などが行われた。また、1999 年には、これまで経済産業大臣が行っていた製造・修理

の確認・証明を事業者（航空検査技術者）による確認又は証明に変更した。2013 年には、

許可が不要となる自家修理の範囲の明確化や方法認可申請書類の簡素化（航空法との共通

化）などを実施した。2014 年には、無人航空機の基準を総重量 100kg 以上から 150kg 以上

に引き上げて規制対象の範囲の縮小を行った。 

 事業者の動向としては、航空機や航空機用原動機については主に重工会社が、統合表示

装置や飛行指示制御装置といったアビオニクス系の航空機用機器については重工会社に加
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えて電子機器メーカー等が事業許可を取得している。近年の新規の事業許可件数は年間で

数件程度である。事業内容としては、自家修理を行っていた航空運航事業者が自社の航空

機の修理のノウハウを活かして他社の航空機の修理事業を開始する、航空機用機器の製造

事業許可を取得している事業者による同機器の修理事業の開始などである。 

 

Ⅱ．航空工場検査員国家資格について 

１．航空検査技術者と航空工場検査員 

許可事業者は、航空検査技術者を選任し、認可された方法のとおりに製造又は修理され

ていることを確認させなければならない。この航空検査技術者の資格要件は、航空工場検

査員国家試験に合格していることとされている（省令第 21 条）。 

航空工場検査員国家試験は、本法律の制定以降、航空工場検査員として経済産業大臣が

指名できる者の要件とされてきたものである。航空工場検査員は、経済産業大臣が指定し

た職務の範囲及び工場において、航空工場検査官1に替わって、検査又は製造若しくは修理

の方法の認可に関する事務に従事する者である。同事務は、2013 年以降、企業の負担軽減

の観点から、航空工場検査官が行っており、経済産業大臣は航空工場検査員を指名してい

ない。 

 

２．航空工場検査員国家試験の概要 

（１）航空工場検査員国家試験の概要 

実施者 経済産業大臣（航空機製造事業法施行令第３条） 

実施目的 航空検査技術者の資格要件（航空工場検査員の指名要件） 

手数料 8,000 円（施行令第５条） ※１種類あたり 

出願者数 300～400 人／年 

試験の種類 8 種類 

 

（２）試験科目（「法及びその附属法令」の試験科目はすべての試験の種類で実施） 

試験の種類 試験科目 

航空機 ・航空機、航空機用原動機、航空機用プロペラ及び回転翼の強度、構造及び

性能に関する理論 

・航空機の材料に関する事項 

・航空機の製造及び修理の方法に関する事項 

航空機用原動機 ・航空機用原動機の強度、構造及び性能に関する理論 

・航空機用原動機の材料に関する事項 

・航空機用原動機の製造及び修理の方法に関する事項 

航空機用 ・航空機用プロペラ及び航空機用原動機の強度、構造及び性能に関する理論 

                                            
1 （航空工場検査官） 

第１６条 経済産業省に、航空工場検査官（以下「検査官」という。）を置く。 

２ 検査官は、この法律の規定による検査又は製造若しくは修理の方法の認可に関する事務に従事する。 
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プロペラ ・航空機用プロペラの材料に関する事項 

・航空機用プロペラの製造及び修理の方法に関する事項  

回転翼 ・回転翼及び航空機用原動機の強度、構造及び性能に関する理論 

・回転翼の材料に関する事項 

・回転翼の製造及び修理の方法に関する事項 

飛行指示 

制御装置 

・飛行指示制御装置の強度、構造及び性能に関する理論 

・飛行指示制御装置の材料に関する事項 

・飛行指示制御装置の製造及び修理の方法に関する事項 

統合表示装置 ・統合表示装置の強度、構造及び性能に関する理論 

・統合表示装置の材料に関する事項 

・統合表示装置の製造及び修理の方法に関する事項 

回転翼航空機用

トランスミッシ

ョン 

・回転翼航空機用トランスミッションの強度、構造及び性能に関する理論 

・回転翼航空機用トランスミッションの材料に関する事項 

・回転翼航空機用トランスミッションの製造及び修理の方法に関する事項 

ガスタービン 

発動機制御装置 

・ガスタービン発動機制御装置の強度、構造及び性能に関する理論 

・ガスタービン発動機制御装置の材料に関する事項 

・ガスタービン発動機制御装置の製造及び修理の方法に関する事項 

 

（参考１）受験者数・合格者数・企業の航空検査技術者の選任数 

  各年度の受験者のうち試験合格後、実際に数年以内に航空検査技術者に選任された人

数は 10 名程度である。これは、受験者数の約３％、合格者の約 10％となっている。 

  また、試験の種類によっては、数年間、航空検査技術者の選任のないものも存在して

いる。 

 

試験年度 

受験者数 

（人） 

合格者数 

（人） 

選任数 

（人） 

選任／受験者 

（％） 

選任／合格者 

（％） 

2015 年度 ３８７ １１６ １３ ３ １１ 

2016 年度 ３７７ １０７ １２ ３ １１ 

2017 年度 ４５４ １７１ １２ ３ ７ 

2018 年度 ３６８ ２０９ ６ ２ ３ 

（注）現在試験種類となっている８種類について集計。 

（注）選任数：各年度の試験合格者のうち、2019 年 3 月末までに航空検査技術者として選任された

ことのある人数。解任により現在は選任されていない者を含む。 

  

（参考２）受験者の属性 

  近年の受験者のうち、許可事業者の従業員の割合は約６割である。約４割の受験者は、

航空検査技術者の選任が不要な航空機用機器関連企業の従業員、航空専門学校等の学生、

航空業界以外の者等である。 
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（注）2016～2018 年度の３か年平均。受験申込時の勤め先が事業許可を取得している事業所であ

る者を許可事業者の従業員としている。 

 

３．航空機・航空機用機器の製造・修理事業者の声 

製造・修理の許可事業者との意見交換等で聞かれた航空工場検査員国家試験や航空検査

技術者の資格要件に対する主な意見は、以下のとおり。 

 

 生産フローの確立や品質マネジメントシステム（JIS Q 9100）の普及等により生産技

術水準は相当程度進展。 

 航空工場検査員国家試験で問うている知識の習得は、企業による教育や実務経験によ

って可能。 

 実際の業務で求められる能力は、航空工場検査員国家資格で問うてきた知識から実務

経験に基づく能力へと変化。 

 

（参考）ヒアリング結果  

①航空工場検査員国家試験に対する見解 

○確認・証明は、実務的には、検査結果等の書類を点検することによって認可を受

けた方法で製造・修理されているかを確認する作業なので、国家試験によって習

得する知識が必須かというと必ずしもそうではない。【航空機用機器メーカー】 

   ○航空検査技術者に求められる「法令」以外の知識、すなわち「材料」や「製造・ 

修理の方法」に関する知識の習得は、企業による教育や実務経験によって可能。

【重工会社、航空機用機器メーカー、エアライン】 

○国家試験の受験勉強は自己啓発の機会として活用している。【重工会社、航空機用

機器メーカー、航空機修理専業会社】 

 

②航空検査技術者の資格要件について 

○航空検査技術者に選任するに当たっては、国家試験の合格者であることに加えて
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「実務経験」を勘案している。【重工会社、航空機用機器メーカー】   

○国家試験の合格者に替わる航空検査技術者の資格要件を「実務経験者」とする場

合、どのような「実務経験」とするかは議論を要する。新規事業の場合、その製

造・修理や検査の経験者はいない。【重工会社、航空機用機器メーカー、航空機修

理専業会社】 

○航空機製造事業法の生産技術上の基準（製造・修理の方法）と「JIS Q 9100」に

よって認証を受けた業務プロセスは同じなので、「JIS Q 9100」の取得が必須とな

っている現状においては、確認・証明を行う者（航空検査技術者）は国家試験の

合格者である必要はない。【重工会社他多数】 

 

Ⅲ．航空工場検査員国家資格の在り方に関する基本的な考え方と具体的な措置等  

１．基本的な考え方 

（１）産業発展の状況に応じた見直し 

航空工場検査員国家資格の試験科目として、制定当時から、航空機製造事業法及びそ

の附属法令に加えて、①強度、構造及び性能に関する理論、②材料に関する事項、③製

造及び修理の方法に関する事項が出題されてきている。この国家試験に合格しているこ

とにより、航空検査技術者及び航空工場検査員が、航空機・航空機用機器の製造・修理

に係る設計の内容、使用する材料の強度・構造・性能、製造工程・修理工程の内容等の

適切性（設計どおりの強度が実現できているか、使用する材料の強度・構造・材料が必

要な水準に達しているか等）を確認する能力を有することを担保してきた。 

これは、本国家試験制度の制定当時、上述（Ⅰ.はじめに ２．）のとおり、我が国の航

空機の製造は終戦直後に空白期間があり製造現場自体が失われていたことが背景にある。 

現在、航空機産業の技術力は著しく進歩しており、基礎的な生産フローが確立され、

生産設備や検査設備は高度化している。設計の内容、使用する材料の強度・構造・性能、

製造工程・修理工程は、それぞれ専門性が増すとともに、ソフトウエアの重要性も増し

てきており、その適切性の確認は各専門部署が担っている。また、製造・修理事業者に

おける人材育成や人材管理体制の整備も行われている。これは航空機産業が、国際的な

取引において高い品質管理が求められることから、人材育成を含めた品質マネジメント

システムの確立が重要であることが理由として考えられる。 

このような環境変化により、航空検査技術者及び航空工場検査員に求められる役割・

能力も変化している。かつては、航空検査技術者及び航空工場検査員は、生産フローが

確立されていない中で方法認可に関する業務を行う必要があり、設計、材料の強度・構

造・性能、製造工程・修理工程に関する専門的な知識が必要であった。 

現在は、航空検査技術者は、設計、製造・修理、検査等の適切性の確認は各専門部署

が分担していることから、認可を受けたとおりの方法で作業が行われたかを確認するた

めには、社内体制、社内規程、マニュアルを理解し、製造工程・修理工程が適切に実施

されているかを確認できる能力を有していることが必要となっている。 

航空工場検査員は、現在、指名されていないが、指名の際の考え方として、認可の対
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象となる製造・修理の方法について、社内体制、社内規程、マニュアル等が整備され、

製造工程・修理工程が適切に実施される事業所であるかを確認できる能力を有している

ことが必要となっている。 

上記のとおりの現在の航空検査技術者及び航空工場検査員に求められる能力に変化が

生じており、航空工場検査員国家資格の在り方を見直すことが必要である。 

 

（２）航空検査技術者及び航空工場検査員に求められる能力と資格要件 

上記（１）のとおり、航空検査技術者及び航空工場検査員の役割の変化に伴い、求め

られる能力に変化が生じており、現在の職務の実施には、次の２つの能力を身につけて

いることが必要であると考えられる。 

① 社内規程等の内容を理解するために必要な航空機・航空機用機器の製造・修理に関

する基礎的な用語を理解していること。 

② 社内規程等を理解し製造工程や検査工程を把握していること及び実際に機能する

ものになっているかを判断できること。 

   

① 「基礎的な用語の理解」について 

社内規程やマニュアル等の記載内容を理解するためには、航空機・航空機用機器の

製造・修理に関する基礎的な知識（航空機・航空機用機器の製造・修理に関する一般

的な用語の理解等）が必要である。ただし、国家試験で問われる航空機の強度・構造・

性能、材料や部品の特性に関する高度な知識（航空機の機体振動に関する周波数、荷

重を加えた際の状態（ひずみ）の計算方法、材料の温度耐性を確認するための検査機

器と材料との関係等）までは必須ではない。 

航空機・航空機用機器の製造・修理を行う事業者は、事業について大臣の許可が必

要とされ、法令上要求される生産技術上の基準として適切な品質を確保することがで

きる技術を有する者等を確保する必要があり、各事業者において航空機・航空機用機

器の製造・修理に関する基礎的な知識を身につけるための社内研修を実施している。 

上記のとおり、航空機・航空機用機器の製造・修理に関して、現在必要な知識は、

航空機・航空機用機器の製造・修理の方法の中身を確認するために必要な専門知識（航

空機の機体振動に関する周波数や加工方法と保管温度との関係等）ではなく、航空機・

航空機用機器の製造・修理に関する基礎的な用語を理解するために必要な知識であり、

その習得のためには国家試験を実施する程の必要はなく、各事業者が実施する社内研

修により身につけることができる（表１「事業者が実施している社内研修の内容」を

参照）。 

これを踏まえ、航空機・航空機用機器の基礎的な知識に関する社内研修を通じて必

要な知識を身につけるため、航空機・航空機用機器の製造・修理を行う事業者が行う航

空機・航空機用機器の製造・修理に関する研修を受講したことを要件とすることが適当

であると考えられる。 

ただし、大学等において航空工学や機械工学等の必要な学科を専修して卒業した者
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は、既に航空機・航空機用機器の基礎的な知識を身につけているため、基礎知識を身に

つけるための社内研修に関する要件を課す必要はないと考えられる。免除要件となる

学科については現行の国家試験での免除要件を参考とすることが適当である（表２「国

家試験の科目と国家試験科目の免除要件となる学科の対応表」を参照）。 

 

（表１）事業者が実施している社内研修の内容 

※（   ）は事業者が製造・修理を実施している機器 

 社内研修の内容 

Ａ事業者 

（航空機・各種航空機用機器） 

・航空に関する概論（航空業界の安全性

の重要性、関係法令、航空力学の基礎

（航空機の仕組みや作用する力等）等） 

・航空機・航空機用機器に対応した基礎

研修（各々の性能、安全性、操縦性・操

作性、構造、材料等） 

・航空機・航空機用機器に係る業務全般

に関する研修（受注、部品調達、組立、

検査、顧客対応、生産フロー、社内規程

等に関する研修等） 

Ｂ事業者 

（航空機・各種航空機用機器） 

Ｃ事業者 

（航空機・飛行指示制御装置） 

Ｄ事業者 

（飛行指示制御装置・統合表示装置） 

Ｅ事業者（統合表示装置） 

 

（表２）国家試験の科目と国家試験科目の免除要件となる学科の対応表 

 

② 「製造・修理工程の把握」について 

製造工程や修理工程を把握し、実際に機能するものになっているかを判断できる能

力を身につけるためには、社内の生産フロー、社内体制、社内規程等の内容や実際の

製造工程・修理工程を理解しておく必要があり、これらは航空機・航空機用機器の製

造・修理の方法の適切性を確認する品質保証部署において一連の製造・修理・検査の

フローを複数回経験することにより身につけることができる。実際、各事業者におい

  

航空機 

（法第二
条第一
項） 

航空機用
原動機 

（法第二
条第二項
第一号） 

航空機用
プロペラ 

（法第二
条第二項
第一号） 

回転翼 

（政令
第一条
の二第
一号） 

飛行指示
制御装置 

（政令第
一条の二
第九号
イ、ロ、
ハ、二） 

統合表示
装置 

（政令第
一条の二
第九号
ホ、ヘ） 

回転翼航
空機用ト
ランスミ
ッション 
 
（政令第
一条の二
第十一
号） 

ガスタービ
ン発動機制
御装置 

（政令第一
条の二第十
二号） 

理論 

材料 

航空工学 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

計測工学 × × × × ○ × × × 

応用物理学 × × × × ○ × × × 

機械工学 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 

精密工学 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 
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て航空検査技術者を選任する際には、航空工場検査員試験の合格者であることに加え

て、一定期間以上の実務経験が重視されている（表３「事業者が航空検査技術者の選

任の際に考慮している実務経験の年数と実務経験の内容」を参照）。 

これを踏まえ、航空機・航空機用機器の製造工程や検査工程を把握し、実際に機能

するものになっているかを判断できる能力を身につけるため、航空機・航空機用機器の

製造・修理に関する実務（事務）に一定期間以上従事したことを要件とすることが適当

であると考えられる。この一定期間とは、一連の製造・修理工程の確認を責任を持って

行う必要があることや事業者の実態（表３）等から、３年以上程度が適当であると考え

られる。 

なお、上記の要件を満たした者が、航空検査技術者・航空工場検査員として業務に

従事する際、法令に則った手続き等が円滑にできるよう、国は、分かりやすく手順を説

明するなど、法令の理解促進に努める必要がある。 

 

（表３）事業者が航空検査技術者の選任の際に考慮している実務経験の年数と実務経

験の内容 

            ※（  ）は事業者が製造・修理を実施している機器 

 経験年数 経験した主な業務 

Ａ事業者 

（航空機・各種航空機用機器） 
３～５年 

・生産工程全体を把握する

製品の設計 

・全体マネジメント 

・生産工程の管理 

・生産工程の適切性の判断

や是正対策 

・工程毎の検査の終了後に

行う品質保証を目的と

した最終確認 

 

Ｂ事業者 

（航空機・各種航空機用機器） 
１～３年 

Ｃ事業者 

（航空機・飛行指示制御装置） 
３年 

Ｄ事業者 

（飛行指示制御装置・統合表示装置） 
３年 

Ｅ事業者（統合表示装置） ３～５年 

 

（３）新規参入者のための措置 

  現在は、全くの異業種や航空機・航空機用機器の製造・修理の経験がない企業の参入

は見られていないが、新規参入者が新たに事業許可を取得した場合について、航空検査

技術者に選任しようとしている者が（２）①及び②に該当しない場合であっても、その

者が航空機・航空機用機器の製造・修理の経験と同等以上の能力を有する場合には、そ

の者を選任できるようにすることは許容されると考えられる。 

 

（４）継続的な中長期検討 

上記（２）（３）の航空検査技術者・航空工場検査員の資格要件等については、現在の

技術進歩や事業者の現状に即したものとすることを第一にしているものであり、今後、
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技術進歩や事業環境の変化があれば、その時節に即したものとなるよう見直していくこ

とが必要である。継続的な見直しの際には、本法律が事業活動の調整と生産技術の向上

を図るという法目的を持つものであることを踏まえ、航空機産業の動向、技術水準、関

連法制の動向等も総合的に勘案し、資格要件に止まらずに、本法律の役割・在り方を含

めて見直していく必要がある。 

 

２．資格要件 

（１）基本的な資格要件 

上記、１．（２）のとおり、①航空機・航空機用機器の製造・修理に関する研修を受け、

かつ、②航空機・航空機用機器の製造・修理に関する実務（事務）に一定期間以上従事し

た者であることを航空検査技術者及び航空工場検査員の資格要件とすることが適当である

と考えられる。 

 

（２）製造・修理に関する研修 

上記（１）①「航空機・航空機用機器の製造・修理に関する研修」については、１．（２）

①の（表１）「事業者が実施している社内研修の内容」を踏まえ、以下のような内容の研修

を受講していることが適当であると考えられる。ただし、大学等において航空工学や機械

工学等の必要な学科を専修して卒業した者には、卒業した学科に応じて社内研修を免除で

きることとするのが適切である。 

 

＜研修内容（例）＞ 

・航空に関する概論（航空機製造事業法及び附属法令、航空力学の基礎（航空機の仕組

みや作用する力等）等） 

・航空機・航空機用機器の製造・修理に関する基礎研修（性能、操作性、構造、材料又は

部品調達、組立、検査等） 

 

（３）製造・修理に関する実務 

上記（１）②航空機・航空機用機器の製造・修理に関する実務（事務）」については、（表

３）「事業者が航空検査技術者の選任の際に考慮している実務経験の年数と実務経験の内容」

を踏まえると、以下のような内容の実務に従事していることが適当であると考えられる。 

 

＜実務の内容（例）＞ 

航空機の製造・修理に関し、一定水準以上の品質を確保するための製造工程・検査工程

の設計・管理・改善等に関する事務2 

 

                                            
2 事務とは、仕事というのとほとんど同意義に用いられる。その内容は、人間の生活において、利益を

保持し、又は増進するような全ての事柄を含む。（法令用語辞典第 10版改訂版） 

つまり、単なる書類の作成・整理だけではなく、現場での製造・修理・検査作業等を含んでいる。 
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（４）新規参入者のための措置 

 ２．（３）の新規参入者のための措置として（２）①及び②と同等の能力を有すると認め

られる場合は、上述の資格要件の考え方に基づけば次の①～③を担保している必要がある。 

① 航空機・航空機用機器に関する一般的な用語を理解していることの担保 

② 法令に対する理解の担保 

③ 製造工程・修理工程に対する理解の担保 

 

具体的にはそれぞれ以下のような場合が考えられる。 

 

＜同等と認められる場合（例）＞ 

① 航空機・航空機用機器に関する一般的な用語を理解していることの担保 

（２）①に記載と同様、以下の（ⅰ）（ⅱ）のどちらかを満たしていれば航空機・航

空機用機器に関する一般的な用語は理解していると考えられる。 

（ⅰ）大学等において航空工学や機械工学等の学科を専修して卒業していること 

（ⅱ）航空機・航空機用機器の製造・修理に関する研修を受講していること 

② 法令に対する理解の担保 

検査技術者として役割や法の中での位置づけを理解するため、航空機製造事業法令

に関する知識の習得のために経済産業省による同法令に関する研修を受講することと

等が必要であると考えられる。ただし①（ⅱ）の研修で法令に関する内容がある場合

はこの限りではない。 

③  製造工程・修理工程に対する理解の担保 

製造工程や修理工程を把握し、実際に機能するものになっているかを判断できる能

力を身につけていることの担保としては、航空機製造以外の製造業であっても、基本

的な生産フロー等が確立された工場を有し、品質保証に関する社内体制が整っている

企業、例えば、事業法の許可の対象ではない航空機用の部品等を製造している企業で

あれば JIS Q 9100 を取得している企業、航空機用の部品以外の製造業であっても第

３者機関による品質マネジメントシステムの認証を受けている企業等において、品質

保証に係る事務に一定期間以上従事した上で、航空機・航空機用機器の製造・修理に

参入し、試験的な製造・修理に立ち会うなど一定期間航空機・航空機用機器の製造・

修理に関する事務に従事した者であれば、上記の要件と同等以上の能力を有している

ということができると考えられる。試験的な製造・修理は、航空機・航空機用機器の

種類によって要する期間が異なるが、参画する航空機・航空機用機器の製造・修理に

関し、計画当初から方法の確立まで当該プロジェクトに従事していること等、当該航

空機・航空機用機器の製造・修理工程が把握できる事務に従事していることが重要で

ある。 

また、試験プロセスがない場合（修理方法が確立されている場合等）には、航空機

の整備についての資格を有する者であれば、上記の要件と同等以上の能力として認め

ることができると考えられる。 
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Ⅳ．おわりに  

 本小委員会は、上記の報告を踏まえ、政府に対し以下の対応をとることを要請する。 

・資格制度の見直しに向けた対応を早急に進めること。 

・改正の見通し・結果については早急に関係者に周知をすること。 

・また、航空機製造事業法についても、航空機の開発に関する動向や関連法制の動向を

踏まえた役割・在り方について継続的に見直していくこと。 
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